
1 
 

 資料４－２  

温室効果ガス削減のための政策手法の比較 

 

中央環境審議会総合政策・地球環境合同部会施策総合企画小委員会「温暖化対策税制とこれらに関連する論点についての取りまとめ」（平成

16 年 12 月）別紙（pp.33-35）を、環境税と排出量取引制度に関わる最新の議論を踏まえて修正したもの。 
 

 事業者等による自

主的取組の促進 

情報提供、教育、

普及啓発 

規制 補助金、租税特別措

置等 

環境税・炭素税 国内排出量取引 京都メカニズム 

具体的な

政策手法

（例） 

• 取組状況の評価 

• 環境報告書の作

成促進 

• 排出量や取組状

況の公表の促進 

• 環境ラベリン

グによる消費

者に対する情

報提供 

• 普及・啓発 

• 環境教育・学習

• 省エネ法に基づく

工場・事業場規制

• 製品等（自動車、

家電等）に対する

規制 

• 特定の施設等に関

する補助金、租税

特別措置 

• 削減量に着目した

補助金、租税特別

措置 

• 環境税・炭素税 

 

• 義務的な国内排出

量取引 

• 共同実施 

• CDM 
• 国際排出量取引 

効果・確

実性 

（全般） 

￮ 目標を達成でき

るだけの対策が

確実に行われる

保証はない。 

 

￮ 公の政策という

観点から見た場

合に必要と考え

られる目標が設

定されるとは限

らない。 

 

￮ 教育、普及啓発

や情報提供に

よる取組の促

進効果を定量

的に評価する

ことが困難。 

￮ 規制対象について

は確実かつ迅速な

効果が期待でき

る。（但し、規制を

満たせば、一般に

それ以上の対策は

行われない。） 

￮ 補助や租税特別措

置の対象となる設

備や製品等の導入

が進展することが

期待される。 

 

￮ 削減量に着目した

支援措置を講ずる

こととした場合、

各主体に対して、

一層の排出削減へ

の経済的誘因を与

える。 

￮ 二酸化炭素の排出

に課税し、排出量

の伸びの著しい業

務・家庭部門での

対策の強化を促す

とともに、産業・

運輸部門の対策の

着実な進展を促

す。 

 

￮ 地球温暖化対策に

必要な財源を確保

できる。 

 

￮ 広く国民各層の意

識改革を促す。 

￮ 排出量取引の対象

となる主体（企業

／事業場）につい

ては、所定の総量

削減を達成する確

実かつ迅速な効果

がある。 

￮ 必要なクレジッ

トが確保できれ

ば、所定の削減

量を達成する確

実な効果があ

る。（但し、相当

量を確実に購入

できるかは相手

国や市場に出回

るクレジットの

量との関係等で

不確実。） 

（企業） 

産業・業

務 

￮ 事業者等による

自主的取組につ

いて、取組状況

の評価の実施、

￮ 消費者等の意

識の高まりに

より、事業者等

においても取

￮ 規制の対象となる

主体（企業／事業

場）については、

所定の削減（原単

￮ 排出量取引の対象

となる主体（企業

／事業場）につい

ては、所定の総量
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公表等により、

取組が促進され

ることが期待さ

れる。 

組が促進する

ことが期待さ

れる。 

位改善又は総量削

減）を達成する確

実かつ迅速な効果

がある。 

 

￮ 温暖化対策に資す

る技術の開発・利

用を促す。 

 

￮ 所定の削減を確実

に達成するための

税率を設定するこ

とは困難。 

削減を達成する確

実かつ迅速な効果

がある。 

運輸   ￮ 多数の小規模な発

生源（中小事業者）

や移動発生源を規

制することは困

難。 

￮ 多数の小規模な発

生源（中小事業者）

や移動発生源を排

出枠取引の対象と

することは困難。

（個人） 

家庭マイ

カー 

 ￮ 普及活動や省

エネ設備・製品

等に関する情

報の提供によ

り、生活者等の

取組が促進さ

れることが期

待される。 

￮ 家庭を規制するこ

とは困難。 

￮ 家庭に排出枠を設

定することは困

難。 

公平性 ￮ 自主的に取り組

む者のみが対策

を行う。 

￮ 環境に意識の

高い者のみが

対策を行う。 

￮ 多数の小規模な発

生源（家庭や中小

企業者）を規制す

ることは困難。こ

のため、対象は大

規模な発生源に限

られる。 

￮ 補助対象を施設類

型等で特定する従

来型の助成措置で

は、限られた対象

のみしか促進する

ことができない。 

 

￮ 削減量に着目した

支援措置を講ずる

こととした場合、

一つの公平性の基

準を満たす。 

￮ 経済的インセンテ

ィブの付与を介し

て各主体の経済合

理性に沿った排出

抑制等の行動を誘

導する（特に、一

般家庭や自動車利

用にまで実効性の

高い影響を及ぼし

うる施策は税の他

にない。）。 

 

￮ 排出量に比例して

税額が課される従

量課税の場合に

は、理念的に汚染

者負担の原則に合

排出枠の設定方法に

ついて 

￮ グランドファザリ

ングでは、新規参

入者との関係等の

観点から公平性に

課題あり。 

 

￮ 適切なベンチマー

クに基づく割当を

行えば、公平性を

確保できる。 

 

￮ 無償割当を行う場

合でも、割当に際

して早期の排出削

減に対する配慮が

￮ 京都メカニズム

によるクレジッ

トを誰がどのよ

うに負担するか

により異なり、

課題あり。 

 

 



3 
 

致し、一つの公平

性の基準を満た

す。 

 

￮ 特に上流課税で税

の転嫁が円滑にな

されない場合に

は、一般家庭等の

対策への関わりが

小さくなり得る。

 

￮ 所得に対して逆進

的。 

可能。 

 

￮ オークションによ

る場合には汚染者

負担の原則に合致

する。 

 

￮ 家庭や中小事業者

を直接割当対象と

することは困難。

ただし、電力の直

接排出を割当対象

とすることで、電

力消費者である多

数の小規模な発生

源もカバーしう

る。 

効率性 ￮ 自己の取組につ

いて詳細な情報

をもつ事業者が

選択的かつ費用

効果的な対応を

行うことができ

る。 

￮ 生活者等が選

択的な対応と

行うことがで

きる。 

￮ 個々の規制対象の

削減費用の差異は

無視されるため、

社会全体としての

削減費用は最小化

されず、生産性の

低い企業が過大に

生産し、生産性の

高い企業が過小に

生産する可能性が

ある。 

 

￮ 対策を講ずる側の

対応の柔軟性に限

度がある。 

￮ 補助対象を施設類

型等で特定する従

来型の助成措置で

は、助成すべき技

術等の選択が必ず

しも効率性の観点

から行われるとは

限らない。 

 

￮ 削減量に着目した

支援措置を講ずる

こととした場有

り、事業者や国民

が選択的かつ費用

効果的な対応を行

うことができる。 

￮ 経済的インセンテ

ィブの付与を介し

て各主体の経済合

理性に沿った排出

抑制等の行動を誘

導するため、多数

の排出源であって

も、社会全体とし

て最小のコストで

削減が行われう

る。 

 

￮ 自己の取組につい

て詳細な情報を持

つ事業者や国民が

選択的かつ費用効

果的な対応を行う

￮ 市場メカニズムを

通じて、各主体そ

れぞれがそのおか

れた条件に応じて

合理的に対応する

ため、多数の排出

源であっても、社

会全体として最小

のコストで削減が

行われうる。 

 

￮ 自己の取組につい

て詳細な情報をも

つ主体が選択的か

つ費用効果的な対

応を行うことがで

きる。 

￮ 開発途上国等に

効率のよい削減

機会があるた

め、より低コス

トで行うことが

できる。 
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ことができる。 

長期的効

果 

￮ 低炭素社会に転

換させる効果は

規制等に比較す

ると弱い 

￮ 生活者等が、温

暖化対策に積

極的に取り組

む企業の製品

や省エネ製品

を積極的に購

入するように

なった場合、環

境と経済の好

循環が図られ

る 

 

￮ 但し、普及啓発

等による取組

の促進効果を

定量的に評価

することは困

難。 

￮ 規制の対象となる

設備や製品等につ

いて、規制が強化

されていく場合に

は、技術開発に対

するインセンティ

ブが働く。（但し、

規制対象となって

いない分野は別。）

￮ 補助金を交付され

る分野での技術開

発が促進される。 

 

￮ 削減量に着目した

支援措置を講ずる

こととした場合、

各主体に対して、

排出削減やそのた

めの技術開発のイ

ンセンティブが継

続的に働き続け

る。長期的に低炭

素社会の実現に資

することができ

る。 

 

￮ 温室効果ガスを排

出する全ての主体

にして、排出削減

やそのための技術

開発のインセンテ

ィブが継続的に働

き続ける。 

 

￮ 長期的に低炭素社

会の実現に資す

る。 

￮ 排出量取引の対象

となる主体に対し

て、排出削減やそ

のための技術開発

に対するインセン

ティブ効果が働

く。 

 

￮ 排出量取引の対象

とならない主体の

排出削減や、これ

らの主体が用いる

施設や商品につい

て技術開発のイン

センティブが働か

ない。 

￮ 世界規模で低炭

素社会に転換さ

せる効果が働

く。 

 

￮ 国内産業構造を

環境低負荷型に

転換させる効果

は働かない。 

経済への

影響 

￮ 経済への影響が

生じるおそれは

低い。（各主体に

おいては、経済

影響が生じない

範囲でのみ対策

が講じられる。） 

￮ 生活者による

取組が進展す

ることにより、

経済への影響

が生じること

は考えにくい。

 

￮ 省エネ製品の

開発の進展に

より、経済や雇

用への好影響

が、一定程度、

期待される。 

￮ 企業・事業場や施

設・製品等につい

て厳しい規制が行

われる場合には、

経済への影響が生

じるおそれがある

 

￮ 省エネ製品の開発

の進展により、経

済や雇用への好影

響が、一定程度、

期待される。 

￮ 対策を行う者の負

担が軽減される。 

 

￮ 削減量に着目した

支援措置を講ずる

場合、低炭素社会

の実現により、経

済や雇用に対する

好影響が期待され

る。 

￮ 税収が国民経済に

還元されれば、マ

クロ経済に与える

影響は軽微であ

る。 

 

￮ 軽減措置を講じな

ければ、エネルギ

ー負担割合が大き

いものに対する経

済影響が生じるお

それがある。 

 

￮ 低炭素社会の実現

￮ 排出枠の設定方法

や設定される排出

枠の総量により異

なるが、規制に比

べれば、経済への

影響は緩和され

る。 

 

￮ 省エネ製品の開発

の進展により、経

済や雇用への好影

響が、一定程度、

期待される。 

￮ 他国における対

策等を通じて安

価なクレジット

を確保すること

ができる場合に

は、国内の経済

への影響は小さ

い。 

 

￮ 国外への資金流

出となる。 
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により、経済や雇

用に対する好影響

が期待される。 

その他 ￮ 実施者が自ら取

組を決定するた

め、導入が容易。 

 

￮ 業界単位の自主

的取組の場合、

各業界内で企業

の体力に応じた

分担が可能とな

る等協調的な取

組が可能とな

る。 

￮ 各主体が自ら

取組を決定す

るため、導入が

容易。 

￮ 企業・事業場や施

設・製品等につい

て規制（基準の設

定や監視）を行う

ために行政コスト

がかかる。 

￮ 従来型の支援措置

では、補助金等の

効率的な配分のた

めには、どのよう

な分野を支援する

べきかについての

情報を絶えず更新

していかなければ

ならない。 

 

￮ 財政状況が厳しい

現状に鑑みると、

追加的財源には限

りがある。 

￮ 下流課税の環境

税・炭素税とする

場合には、新たな

徴収体制の整備が

必要となり、行政

コストがかかる。

 

 

￮ 過去の排出量やベ

ンチマークに基づ

き排出枠の設定を

行うための行政コ

ストがかかる。 

 

￮ 遵守状況の確認を

行うために行政コ

ストがかかる。 

￮ 京都議定書で

は、京都メカニ

ズムは補足的な

手段として位置

づけられてい

る。 

 

￮ 我が国の京都議

定書の目標達成

のために、国と

してクレジット

を獲得するため

には、財源等が

必要。 

 
 


